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23 区26市

東京都の人口と面積

9,479,098人

627.57Ｋ㎡

4,191,606人

783.95Ｋ㎡

島しょ ２町７村

25,695人

406.58Ｋ㎡

西多摩
３町１村

57,660 人

375.86Ｋ㎡

総人口 13,754,059人

総面積 2,193.96K㎡

出典：くらしと統計2018

東京都の現状



＜ 東京都の組織【平時】＞
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＜ 相互応援協力 ＞
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九都県市 関西広域連合



＜東京都災害対策本部組織【震災時】＞
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 ●東京都災害対策本部に設けられた「区市町村調
整部門」が窓口になり、情報提供、情報収集を行
う。

 ●区市町村からの救助要請や食料等の物資支援要
請、その区市町村では対応しきれない案件に対応
する。

 ●都では、避難所の融通、救出救助、物資要請等
を想定し、準備している。

6

＜文京区を始めとする区市町村との連携態勢＞



＜ 活動態勢 ＞
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状 況 活 動 態 勢 参 集 基 準

【レベル１】
情報監視態勢
初動要員（約５～１０名程度）

■ 都内震度４
■ 注意報発表

（大雨、洪水）

【レベル２】
情報連絡態勢
初動要員（数十名）

■ 都内震度５弱
■ 警報発表

（津波のみ注意報）

【レベル３】
災害即応態勢

災害即応
対策本部
初動要員
（約１００～３
００人程度）

■ 震度５強
■ 風水害、テロ、大規模事故等
により大きな被害が発生、また
は発生する恐れがある場合

災害対策本部
全庁職員

■ 震度６弱以上
■ 風水害、テロ、大規模事故等
により大きな被害が発生、また
は発生する恐れがある場合

災害発生の
恐れ、警戒

災害発生

被害発生



「セーフ シティ東京防災プラン」の概要

■地震・風水害・火山等の防災対策を迅速に進めていくため策定する
2020年に向けた事業計画（計画期間：2018年度～2020年度）

■東京2020大会開催を見据えた、スピード感ある防災対策の取組推進
・2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催を見据え、
地震や風水害、火山噴火など自然災害についての防災対策の取組を、
スピード感を持って推進すること。

■都民の理解と共感に基づく自助・共助の更なる進展
・記載内容の「見える化」など分かりやすさを追求し、防災対策について
の都民の理解と共感に基づく、自助・共助の更なる進展につなげていく
こと。

想定しうる災害シナリオ あらかじめ行うべき取組

区部・多摩地域における地震 １ 建物の耐震化、更新等

２ 住民による救出活動の展開

３ 出火・延焼の抑制

４ 安全で迅速な避難の実現

５ 各種情報の的確な発信

６ 帰宅困難者による混乱防止

７ 円滑な避難所の開設・運営

８ 発災後の生活を可能にする飲料水や備蓄品の確保と輸送

９ 公助による救出救助活動等の展開

10 迅速な復旧・復興による早期生活再建

島しょ地域における地震 １ 島しょ地域における迅速な避難の実現

２ 島しょ地域における備蓄品・輸送体制の確保

島しょ地域における火山噴火 １ 島しょ地域における迅速な避難の実現

都内各地における風水害 １ 風水害時の円滑な避難実現

２ 浸水・土砂災害対策の充実・強化

地震や風水害など想定し
うる「４つの災害シナリ
オ」を作成し、「災害ご
とに懸念される事態（リ
スク）」を明確化

４つの災害で想定する事
態に備えるため、災害ご
とに「あらかじめ行うべ
き取組」を整理

・４つの特徴により、プランの「分かりやすさ」や
都の防災対策の取組推進を図る。

１／５

防災対策の「見える化」等による
「分かりやすさ」の追求

➣効果等の実感により、都民の理解と共感を促進

特徴①

女性視点の防災対策の推進
➣「東京くらし防災」との連携や女性視点の対策推進

特徴②

火山対策や熊本地震の教訓の具体化
など、新たな施策を適切に反映

➣公助としての防災対策を着実に進展

特徴③

計画的なプランの進捗管理の実施
➣プランの進捗状況をレポートとして毎年度、都民へ報告

特徴④

「自助・共助」
と「公助」で
それぞれ
予め行うべき
取組を詳細に
掲載

「セーフ シティ東京防災プラン」について

策定の目的

プランの特徴

プランの構成～4つの災害シナリオと取組～

【平成30年3月策定】



① 「自助・共助」(都民・事業者等）と「公助」(東京都)の取組をテーマごとに整理

✔ 防災施策の体系的な理解とともに、「自助・共助」の更なる取組を促進

公助の取組ページ

２／５

プラン掲載内容 ①

自助・共助の取組ページ

自助・共助の取組の工程表

2020年に向けて、都民一人ひとりの

防災の取組をレベルアップするための

工程表を提示

グラフ等を活用

都民意識の現状や自助・共助の取組に

向けた参考資料等を「見える化」し、掲載

特徴①「見える化」
の推進

公助の取組掲載

具体的な目標も含めて、2020年まで

の取組内容を掲載

特徴② 女性視点の
防災対策推進

特徴③ 防災対策の進展
の適切な反映

都民の皆さんや、地域・企業

が取り組む内容をテーマごと

に整理
自助・共助の促進に効果的な

取組を紹介

※「東京くらし防災」や「東京防災」

と連動した内容を掲載

特徴②「東京くらし防災」
等との連動･連携

公助として都が取り組む

内容をテーマごとに整理



③ 工程表を示した上で、今後、毎年度の進捗状況をレポートとして公表することで、取組を促進

４／５

都の毎年度の取組・到達
状況や、都民の防災意識
の変化等を、
「進捗レポート(仮)」と
して公表

➣プラン事業の計画的
かつスピード感ある
取組や、自助・共助
の更なる進展を促進

プラン掲載内容 ③

特徴④ 計画的な
進捗管理

2020年度までの公助の取組を

工程表として提示



② 防災対策等の「見える化」により、公助の取組や自助・共助の重要性の理解等を「深める」

３／５

都の施策効果をグラフ等を用いて
できるだけ分かりやすく提示

他の自治体との比較等を通じて、
都の防災対策の到達状況等を
具体的に提示

自助・共助等の重要性について、
熊本地震のアンケート結果等を
活用して、分かりやすく提示

✔ 都の防災対策等の「見える化」による分かりやすさの追求により、

都民の理解や共感を深め、都の取組の推進や自助・共助の更なる進展につなげる

プラン掲載内容 ②

防災対策の「効果の見える化」 防災対策の「比較視点の見える化」 「自助の重要性の見える化」

その他、「地図情報による見える化」や「都の防災施策の展開」として無電柱化の取組や、
乳児用液体ミルクの紹介など、様々な角度から防災対策等を「見える化」

特徴①「見える化」
の推進



④ 「東京くらし防災」、「東京防災」など防災ブックとの連携による理解の促進

プラン掲載内容 ④

都が発行している防災ブックである「東京くらし防災」や「東京防災」と

の対応関係を一覧にした「防災ブック早見表」により、女性視点の防災対策の促進や

相互のコンテンツを活用した防災対策の学びや理解を更に促進

５／５

「東京くらし防災」、「東京防

災」の関連ページを、テーマ

別に一覧にして掲載

➣関心のあるコンテンツを

効果的に学ぶことが可能に

特徴② 女性視点の対策
「くらし防災」連携



＜ 東京都に切迫する危機 ＞
【首都直下地震】

13

３０年以内にＭ７クラスの大地震が

発生する確率＝約７０％



◆首都地域では、２～３百年間隔で関東地震クラス(M8)の地震

南関東で発生した地震 (M6以上、1600年以降) 出典：内閣府「防災白書」

◆この間に、M7クラスの直下地震が数回発生

東京都に切迫する危機【首都直下地震】

３０年以内にＭ７クラスの大地震が発生する確率＝約７０％

14



＜ 地震発生のメカニズム ＞
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首都直下で発生する地震のタイプ
（中央防災会議による類型化）

① 地殻内の浅い地震
② フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震
③ フィリピン海プレート内の地震
④ フィリピン海プレートと太平洋プレートの境界の地震
⑤ 太平洋プレート内の地震
⑥ フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレート

の境界の地震



＜ 震度分布図 ＞

被害想定＝東京都防災会議地震部会作成
16



＜ 津波・高潮に関する被害想定 ＞
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この想定津波高であ
れば、高潮対策で整
備している堤防・水門
で対応可能

江戸川区最大津波高
2.11m

東京湾埋立地最大津波高
2.06m

江東区最大津波高
2.55m

中央区最大津波高
2.51m

港区最大津波高
2.47m

品川区最大津波高
2.61m

大田区最大津波高
2.27m

1.4

1.4

1.6

1.6

1.6

1.6

1.6

1.8

2.0

【元禄型関東地震（M8.2 水門閉鎖の場合の最大津波高）】



＜ 首都直下地震等の被害想定① ＞

○その他の被害 ・・・ 帰宅困難者の発生 約517万人

18

東京都の被害想定
（2012年公表）

東日本大震災
(2011年3月11日）

阪神・淡路大震災
（1995年1月17日）

震源・規模 東京湾北部 M７．３ 三陸沖 M９．０ 淡路島北部 M７．３

発生時刻等 冬18時 風速8ｍ/秒 １４時４６分 ５時４６分

死者・行方不明者 約 9,700人 約 19,500人 約 6,400人

負傷者 約 147,600人 約 5,900人 約 43,800人

建物全壊被害
約 30万4千棟

(全焼建物19万棟含む)
約 12万棟 約 10万5千棟

経済的被害 ――― 17兆円 10兆円

建物倒壊 火災 ﾌﾞﾛｯｸ塀等 その他 計

死者 約 5,400人 約 4,100人 約 100人 約 100人 約 9,700人

負傷者 約 126,000人 約 17,700人 約 3,500人 約 400人 約 147,600人

※

※ 内訳

※



＜ 首都直下地震等の被害想定② ＞
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多摩直下地震 元禄型関東地震 立川断層帯地震

震源・規模 多摩直下地震 M７．３ 相模トラフ M８．２ 立川断層 M７．４

発生時刻等 冬18時 風速8ｍ/秒 冬18時 風速8ｍ/秒 冬18時 風速8ｍ/秒

死者・行方不明者 約 4,700人 約 5,900人 約 2,600人

負傷者 約 101,100人 約 108,300人 約 31,700人

建物全壊被害
約 13万9千棟

(全焼建物6万4千棟含む)
約 18万5千棟

(全焼建物10万8千棟含む)
約 8万6千棟

(全焼建物5万棟含む)



＜ 木造全壊建物棟数の分布（揺れ）＞
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（東京湾北部地震のケース）



＜焼失棟数分布（冬18時 風速8ｍ/s 火災）＞
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（250ｍメッシュ）

（東京湾北部地震のケース）



共助
自分たちのまちは
自分たちで守る

自助
自らの生命は
自らが守る

公助
行政機関による
救出救助など

災害の被害を最小限に抑えるには、

自助・共助・公助のそれぞれが

災害対応力を高め、連携することが重要

自助・共助・公助の重要性

22



＜東日本大震災を踏まえた防災対策の再構築＞

２０１１年３月１１日：東日本大震災発生

新たな被害想定の発表（2012年４月）
⇒東京の防災上の課題

「東京都防災対応指針」の策定（2011年11月）
⇒東日本大震災の教訓

東京都地域防災計画の修正（2012年11月）

南海トラフ地震や実災害の教訓を踏まえ
⇒災害対応力の充実・強化

東京都地域防災計画の修正（2014年７月）

23



＜ 東京都地域防災計画（震災編）＞
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視点１

「自助・共助・公助を束ねた地震に強いまちづくり」

視点３
「被災者の生活を支え、東京を早期に再生する仕組みづくり」

視点２

「都民の命と首都機能を守る危機管理の体制づくり」

被害軽減と都市再生に向けた目標



視点１

「自助・共助・公助を束ねた地震に強いまちづくり」

＜到達目標＞

①死者を約6,000人減少（約６割）

②避難者を約150万人減少（約４割）

③建築物の全壊棟数を約20万棟減少（約６割）

（主な取組）

・消防団の体制強化や地域防災力向上など共助の推進

・木密地域不燃化10年プロジェクトの推進

・公共建築物やマンション等の耐震化促進

25



＜到達目標＞

①中枢機能を支える国、都、病院等の機関の機能停止を回避

②企業等の備蓄や一時滞在施設の確保により、帰宅困難者
517万人の安全を確保

（主な取組）

・自衛隊等との連携強化も含めた危機管理体制の充実

・医療資源の適正配置や病院施設の機能維持

・帰宅困難者対策の推進

視点２

「都民の命と首都機能を守る危機管理の体制づくり」

26



＜到達目標＞

①電力や通信などのライフラインを60日以内に95%以上回復

②避難所の環境整備などにより被災者の当面の生活を支え
るとともに、ライフラインの回復とあわせて、早期に被
災者の生活再建への道筋

（主な取組）

・ライフライン施設の耐震化と復旧活動体制の整備

・都内の全ての区市町村にり災証明に係るシステムを導入

視点３
「被災者の生活を支え、東京を早期に

再生する仕組みづくり」

27



＜目標＞各事業者は、早期に機能回復に努める

●電力７日 ●通信１４日 ●ガス６０日

●上水道 ３０日 ●下水道 ３０日

視点３（続き）
ライフラインの復旧体制

28

＜主な対策＞

●水道管の耐震継手化

●下水道管の耐震化やマンホールの浮上抑制対策

●無電柱化の推進



＜ 道路等の都市基盤の防災性の向上 ＞
～都市基盤施設の耐震化など～

29



道路の被害、通行止め情報を、ホームページ等で提供震度６弱以上を基準に警視庁が判断

大震災（震度６弱以上）発生時の交通規制

第１次交通規制
環状７号線から都心方向への車両の通行禁止
高速道路・一般道６路線が「緊急自動車専用道路」

第２次交通規制
「緊急自動車専用路」が優先的に「緊急交通路」
＝ 一般車両の通行禁止 30

https://www.microsoft.com/ja-jp/CMSImages/ca_02_32.jpg?version=09db7ba4-d96b-267b-4d71-9ba7c798cf4d
https://www.microsoft.com/ja-jp/CMSImages/ca_02_32.jpg?version=09db7ba4-d96b-267b-4d71-9ba7c798cf4d


指示要請

広域輸送基
地
(多摩広域防災
倉庫、立川防災
センター及び民
間倉庫、トラッ
クターミナル４
箇所）

国・道府県等か
らの支援物資

物販事業者等か
らの調達物資

地域内
輸送拠点
(区市町村
庁舎、体育
館等）
１０１箇所

都備蓄倉庫
(内地：1８施設)

避難所等

区市町村
災害対策本部

要請

輸送

輸送 輸送輸送

輸送

国･他道府県

民間事業者

都が設置 区市町村設置

東京都災害対策本部
（物資調整チーム：都総務、福祉保健局、生活文化局、産業労働局、

中央卸売市場、関係団体、事業者等で構成）

物資の受入、一時保管、
地域内輸送拠点配送等の
ための仕分けを実施、こ
の際、民間事業者等のノ
ウハウを活用

区市町村の地域における
緊急物資等の受入、配分、
被災地への輸送等の拠点

相互応援協定自治体及
び協定締結した民間事
業者等に要請

物資の基本的な流れ

要請指示
物資の流れ

凡例

自衛隊による燃料輸送、供給31



＜ 木造住宅密集地域における火災への備え ＞
～不燃化特区等による不燃領域率の向上～

32

木造密集地域の１０年不燃化プロジェクト



33

＜ 無電柱化の推進 ＞

阪神・淡路大震災で倒壊した電柱

（出典：国土交通省ホームページ）
浅草通り（墨田区業平）



＜ 避難者の安全を守る取組 ＞
～避難場所となる公園などの整備を進めるとともに、

トイレや非常用発電といった機能の強化～

34

避難所運営

防災公園



＜ 地域防災力向上の推進① ＞

35



＜ 地域防災力向上の推進② ＞

36

●東京防災学習セミナー
＜派遣型＞

・ 希望する町会・自治会等に専門家を派遣（年間３００回）

・ 「東京防災」の活用方法とテーマ別講義を実施

平成３０年度のテーマ
（１）過去の災害に学ぶ （５）木密地域の防災対策

（２）首都直下地震への備え （６）地域の危険を知る
～地震・風水害の備え～

（３）マンションの防災対策 （７）要配慮者・避難行動要支援
者への対策

（４）避難所での暮らしと防災



＜ 地域防災力向上の推進③ ＞

37

●東京防災学習セミナー
＜集合型①＞

・ 都庁舎内で広く、一般向けのセミナーを実施

・ １日２テーマ×年間４回実施（平成２９年度合計約８百人）

＜集合型②～アイランドセミナー～＞

・ 島しょ地域の特性にあわせたセミナーを各島で実施

・ 平成２８年度 大島、三宅島、八丈島

平成２９年度 新島、式根島、神津島



＜ 地域防災力向上の推進④ ＞

38

●防災市民組織リーダー

＜概要＞

・ 区市町村担当者や自主防災組織のリーダーが、指導者の視点を
身に付け、住民と連携しながら地域の諸課題を解決していけるよう育
成

・ 区部で２回、多摩で２回、合計４回の研修会を実施



＜ 地域防災力向上の推進⑤ ＞

39

●自主防災組織活動支援事業
・地域の防災活動における課題

→高齢化、参加者の固定化、活動のマンネリ化等

↓

そこで・・・

①事前ヒアリング→②派遣（最大３回）→③事業計画書の作成

【派遣規模】H30年度１０団体

・自主防災組織へ防災コンサルタントを派遣

・団体が抱える個別課題に即したアドバイスを実施

自主防災組織活動支援事業



＜ 地域防災力向上の推進⑥ ＞

40

●女性防災人材育成

＜概要＞

・ 災害時の女性のニーズにきめ細かく対応するため、女性の視点を
防災活動に反映できる女性防災リーダーの育成に向けて、平成２９
年度に検討会議を設置し、育成方法等について検討

・ リーダー的人材の育成に加え、女性が気軽に防災の講習会やセミ
ナーに参加しやすくし、防災活動に関わる女性の裾野を広げていくため、

人材の裾野を広げるための事業（基礎編）とリーダー的人材を育成
する事業（応用編）の２段階に分けて事業を実施



＜ 地域防災力向上の推進⑦ ＞

41

●女性防災人材育成

職
場
編

地
域
生
活
編

＜主な実施内容＞
○ 帰宅困難者になった時の備え
○ ３日間会社に留まるための備え
○ 自宅へ安全に帰るための備え
＜主な実施場所＞
○ 協力企業のオフィス、ターミナル駅周辺

＜主な実施内容＞
○ 在宅避難をするための備え
○ 避難所生活を送るための備え
○ 生活再建に向けた備え
＜主な実施場所＞
○ 地域のホール、都有施設内会議場

① 防災ウーマンセミナー
（基礎編）

○ 災害のタイムラインに沿い、基礎
的な防災知識を習得



＜ 地域防災力向上の推進⑧ ＞

42

●女性防災人材育成

職
場
編

地
域
生
活
編

＜主な実施内容＞
○ 従業員の安全確保と業務継続
○ 職場の復旧と生活の再建
○ 災害時に職場で女性のニーズを反映していく方法
＜主な実施場所＞
○ ターミナル駅周辺

＜主な実施内容＞
○ 地域における共助の仕組みを知る
○ 避難所で起こりうるトラブルや多様なニーズへの対応
○ 避難所生活の改善に向けた周囲との調整方法
＜主な実施場所＞
○ 都有施設内会議場

② 防災コーディネーター
育成研修会（応用編）

○ 災害時の多様なニーズを解決す
るための知識や行動を習得



◆普及啓発資材を活用し、「日常備蓄」を推進

地域防災力の向上 ～備える～

◆ 様々なイベントに出展
（11/19「備蓄の日フェスタ」等）

「備蓄ユニット」の紹介、普及啓発資材の配布

ブース出展の様子備蓄ユニット

◆日常備蓄とは？

日常備蓄の推進

１１月１９日 備蓄の日



＜ 帰宅困難者対策① ＞

44

国との協議会においてとりまとめた５つの

ガイドラインに基づき、一斉帰宅の抑制等を徹底

一時滞在施設の確保

災害時支援ステーション

東日本大震災時の新宿駅



＜ 帰宅困難者対策② ＞

45

一時滞在施設

一時滞在施設とは
・行き場のない帰宅困難者を原則３
日間受け入れる施設
・都立施設約２００か所を指定
・３日分の飲料水や食料、簡易トイ
レ等を備蓄



＜ 帰宅困難者対策③ ＞

46

一時滞在施設

＜支援内容＞
・行き場のない帰宅困難者の受け入れ
・水や食料、ブランケットなどの支援物資を配布
・周辺地域や道路の被害状況、鉄道の運行状況な
どの情報収集及び施設滞在者に対する情報提供

都立一時滞在施設全体で、
これまで約７万人分の施設を確保



＜ 帰宅困難者対策④ ＞

47

一時滞在施設

＜文京区内の都立施設の指定状況
（平成30年4月1日現在）＞

●中央・城北職業能力開発センター（後楽）
●教職員研修センター（本郷）
●都立小石川中等教育学校（本駒込）
●都立向丘高等学校（向丘）
●都立竹早高等学校（小石川）
●都立工芸高等学校（本郷）

計６か所



＜ 帰宅困難者対策⑤ ＞

48

一時滞在施設の課題

・行政機関による「公助」だけでは限界がある
→区市町村と連携し、民間事業者に一時滞在施設
確保の協力を呼びかけ

都は、区市町村と協定を結んだ民間事業者に対し、
備蓄品の購入費用等の整備費用を補助



＜ 帰宅困難者対策⑥ ＞

49

帰宅困難者対策訓練

●毎年冬季に主要駅周辺を中心に帰宅困難者対策
訓練を実施

前回は、平成30年2月5日に上野駅周辺で実施
次回は、平成31年当初を予定（調整中）



＜ 医療機能の確保① ＞

50

災害医療コーディネーターを中心とした

初動医療体制の確立 など



被災者に身近な「区市町村」と広域的な医療救護活動を担う「都」を単位

 二次保健医療圏ごとの医療資源や病院の収容能力、地域の実情を踏まえ、災害
拠点病院を整備

 「都」 「二次保健医療圏」 「区市町村」 の三層構造と災害医療コーディネーター

区部：７
多摩：５
島しょ：１

計１３

災害医療体制（保健医療圏）

51



＜ 医療機能の確保② ＞

52

災害拠点病院

●東京都全体で８０施設を指定
（平成29年11月現在）

●二次保健医療圏で見ると、文京
区を含む区中央部では１２施設



＜ 医療機能の確保③ ＞

53

災害拠点病院

●文京区内では、５施設
・日本医科大学付属病院
・東京都立駒込病院
・順天堂大学医学部附属順天堂医院
・東京医科歯科大学医学部附属病院
・東京大学医学部附属病院



＜ 被災者の生活再建対策 ＞

54

・り災証明システムの導入
・ライフラインの早期復旧体制を構築
・公的住宅の活用などによる、迅速に住宅を供給

り災証明システム ライフライン復旧



◆ 震災時の飲料水等を確保するため、居住箇所から概ね２㌔の距離内に１ヶ所
の給水拠点の設置を目標として設置（応急給水槽等）
◆ 都内に約２００か所整備
→ 都民約１，３００万人に一人３ℓ／日の給水を行うとして、３週間分以上の
水量に相当

応急給水槽の概要

給水拠点の整備状況

55

●文京区内では、２拠点
・本郷給水所
（給水所）

・区立教育の森公園
（1,500ｍ3槽）
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＜ 防災訓練の実施 ＞



＜ 防災知識の普及・啓発 ＞

～ 防災ブック「東京防災」～

57

首都直下地震等の様々な
災害に対する備えが万全
となるよう、日常的に活
用できる防災ブック「東
京防災」を作成、都内各
家庭に配布した。

Ｗｅｂで外国語版も閲覧可能です。



（1） 大震災シミュレーション（地震発生の瞬間から避難、復興までをシミュ

レート）

（2） 今やろう 防災アクション（今すぐできる災害の備え）

（3） そのほかの災害と対策（地震以外の東京に潜む様々な災害と対策の解説）

（4） もしもマニュアル（災害発生時に役立つ知恵や工夫をイラスト付きで解

説）

（5） 知っておきたい災害知識（災害に関する知識のまとめ）

（6） 漫画 TOKYO“X”DAY（かわぐちかいじ氏オリジナル漫画）

58

「東京防災」の内容を一部ご紹介
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＜電子書店での無料ダウンロード＞

英語版

日本語版
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＜ 防災知識の普及・啓発 ＞
～ 「東京くらし防災」～

「東京防災」の第二弾となる
“女性視点の防災ブック”

作成の目的
「女性の防災への参画を促す
とともに、都民の一層きめ細
やかな災害への備えを促進」



61

掲載内容
＜構成＞
巻頭特集 いますぐできる！ １５のこと

『BOUSAI LIFE TOKYO』
いつもの暮らしの中で始めやすく、「こういうこ
とでも防災に繋がるのか」と、読んだ人が気づき
となる対策を紹介

第１章 はじめよう、たすかる暮らし方
日々の暮らしの中で実践できる事前の備え

第２章 覚えておこう、発災時の基礎知識
災害が起きたときに落ちついて行動するための基
礎知識

第３章 想定しよう、被災後の暮らし方
被災後の状況下で少しでも安全安心に生きる知恵
と情報

＜ 防災知識の普及・啓発 ＞

～ 掲載内容～
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＜ 防災知識の普及・啓発 ＞

～ 配布の方法～

・平成30年3月1日から都民へ配布を開始
・初版100万部 好評につき80万部増刷

現在は、都内約３千か所で設置

○ 都立施設・区市町村施設

○ 民間事業者等の都内店舗・事業所
（郵便局、銀行、等）

※ 協力事業者を公募で募集（２～3月）

民間事業者は5月末まで（郵便局、みずほ銀行等は9月末まで）
その他公立施設については平成３０年度末まで 配布を継続

※専用ラックに入れて設置



63

＜ 防災知識の普及・啓発 ＞

～文京区内の配布場所～

●東京都HPで公開中
・郵便局、みずほ銀行、区立施設・図書館、
都立施設など文京区内で約９０箇所

●コールセンター（平成30年９月末まで）
03-6302-8641

（10時～19時、（土日祝を除く））
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「東京くらし防災」の内容を一部ご紹介①

いつもの暮らしに少し手を加えるだけでいざというとき、役に立つ。
そんな今すぐはじめられる暮らしの工夫を集めました。

① 外出先では非常口を確認
② カーテンは閉めて寝る
③ 食器の重ね方を変えてみる
④ 包丁は使ったらすぐしまう
⑤ 寝転んで、危険を探してみる
⑥ 日用品は多めに買い置きする
⑦ 行けるときに、トイレは済ませておく
⑧ 生理用品は、もう一周期分買って
おく
⑨ 災害時の集合場所を決めておく
⑩ 公衆電話の使い方を子どもに教え
ておく
⑪ 地域の行事に参加してみる
⑫ 災害時のペットの預け先を探して
おく
⑬ ママバッグは使った分だけ足して
おく
⑭ チョコレートやキャラメルをカバ
ンに入れておく
⑮ 「東京くらし防災」を読んでみる
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「東京くらし防災」の内容を一部ご紹介②

被災者の体験談も盛り込み、被災時の困難な生活状況下で少しでも安全安
心に生きる知恵と情報を紹介
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○ 目的 都民の一層の災害への備えを促進する。
○ 内容 「あそぶ」「まなぶ」「つかう」をコンセプトに、楽しみながら防災の

基礎知識を得られたり、災害時に役立つコンテンツを搭載
○ 配信開始時期 平成３０年３月

※スマートフォン・タブレットの両端末にて利用可能
※東京都防災ホームページでもダウンロード先などをご案内します。

＜ 防災知識の普及・啓発 ＞

～ 「東京都防災アプリ」～

「東京防災」モード

【「東京防災」のコンテンツ】

防災の基礎知識や発災
時に取るべき行動などを
学べるモード

災害時モード

災害時に役立つ機能を
搭載。いざというときの安
心モード

「東京くらし防災」モード

【「東京くらし防災」のコン
テンツ】
くらしの中でできる防災対
策を学べるモード
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＜ 子ども向けの普及・啓発 ＞

～ 配布の方法～

●防災HPに「キッズ向け防災」を掲載

●「東京防災」を有効に活用し、学校と

家庭が一体となった防災教育を進める

ため、防災ノートを都内全ての学校に

配布

●「親子防災体験」の実施

→防災体験施設や防災訓練に

防災ノートを持参し、スタンプを

押してもらう
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